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重 要 な 債 務 負 担 行 為

債 務 負 担 行 為 の 名 称 契 約 金 額

１．ヘリウム液化システム 184¶800¶000円

２．富山大学附属病院診療情報管理等業務請負 106¶470¶000円

３．富山大学附属病院医事業務請負 99¶288¶000円

４．富山大学附属病院患者給食用食器洗浄・下膳及び患者
食調理補助等業務委託

70¶434¶000円

５．富山大学杉谷キャンパス建物清掃業務請負 56¶700¶000円

６．富山大学杉谷団地設備等保全業務 91¶350¶000円

７．富山大学水素同位体科学研究センター改修その他工事 187¶740¶000円

８．富山大学水素同位体科学研究センター改修その他電気
設備工事

80¶850¶000円

９．富山大学水素同位体科学研究センター改修機械設備工
事

190¶365¶000円

10．富山大学五福団地基幹整備（ＲＩ貯留槽等）工事 55¶650¶000円

11．富山大学杉谷団地基幹整備（附属病院ＲＩ排水設備等）
工事

186¶900¶000円

12．富山大学杉谷団地基幹整備（附属病院ＲＩ排水設備室
等）工事

73¶290¶000円

13．富山大学杉谷団地基幹整備（中央機械室熱源設備等）
工事

397¶950¶000円
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貸 借 対 照 表 の 注 記 事 項

１．運営費交付金から充当されるべき退職給付見積額は15¶101¶819¶268円です。
２．運営費交付金から充当されるべき引当外賞与見積額は1¶148¶456¶036円です。
３．国立大学法人法附則第12条第３項の規定に基づき、独立行政法人国立大学財務・経営センターが
承継した借入金債務（期末残高5¶615¶876¶435円）を保証しています。なお、本法人に対して義務づ
けられた独立行政法人国立大学財務・経営センターへの拠出債務は独立行政法人国立大学財務・経
営センター債務負担金として表示しています。
４．本法人が有する五福地区及び杉谷地区の土地（期末残高21¶074¶372¶947円）の一部を、長期借入
金（期末残高5¶634¶115¶000円）の担保として独立行政法人国立大学財務・経営センターへ供してい
ます。
５．利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するものは以下の通りです。
{ 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等に
より、借入金見合いの資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っ
ていたこと等によるもの
附属病院に関する借入金の元本償還額の累計 5¶632¶153¶597円
当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計 3¶497¶089¶347円
利益剰余金に与える影響額（差引き） 2¶135¶064¶250円

| 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却
費見合いの資産見返物品受贈額戻入が二重になっていることによるもの
法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資
産の減価償却費が診療経費に分類されるものに関する資産見返物品受
贈額戻入額の累計 485¶698¶402円

} 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附
属病院収入のうち、国からの出資でなく譲与としたことによるもの 115¶844¶518円

~ 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品
及び診療材料について、国からの出資でなく譲与としたことによるもの 345¶557¶325円
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合計 3¶082¶164¶495円
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損 益 計 算 書 の 注 記 事 項
当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するものは以下の通りです。
{ 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等によ
り、借入金見合いの資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回って
いたこと等によるもの
附属病院に関する借入金の元本償還額 859¶614¶530円
当該借入金により取得した資産の減価償却費 508¶241¶951円
当期総利益に与える影響額（差引き） 351¶372¶579円

| 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費
見合いの資産見返物品受贈額戻入が二重になっていることによるもの
法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産
の減価償却費が診療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額
戻入額 3¶865¶670円
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合計 355¶238¶249円
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キャッシュ・フロー計算書の注記事項

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 8¶532¶516¶933円

定 期 預 金
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�1¶590¶000¶000円
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資金期末残高 6¶942¶516¶933円
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２．重要な非資金取引

\ 無償譲与の受入による資産の取得

工具器具備品 134¶295¶291円

図 書 13¶065¶159円

収 蔵 品 650¶000円
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合 計 148¶010¶450円
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] ファイナンス・リースによる資産の取得

工具器具備品 158¶155¶200円
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